
自治体名：京都府 年度：令和２年度

会計：一般会計等   

貸借対照表(BS) （単位：百万円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 2,539,003   固定負債 2,443,294

    有形固定資産 2,201,043     地方債 2,300,812

      事業用資産 663,166     長期未払金 208

        土地 455,093     退職手当引当金 141,066

        立木竹 18,160     損失補償等引当金 686

        建物 571,014     その他 524

        建物減価償却累計額 -389,964   流動負債 91,899

        工作物 3,833     １年内償還予定地方債 69,877

        工作物減価償却累計額 -804     未払金 627

        船舶 3,761     未払費用 2,410

        船舶減価償却累計額 -3,042     前受金 144

        建設仮勘定 5,115     前受収益 74

      インフラ資産 1,510,550     賞与等引当金 15,566

        土地 415,313     預り金 3,192

        建物 24     その他 9

        建物減価償却累計額 0 負債合計 2,535,194

        工作物 4,694,275 【純資産の部】

        工作物減価償却累計額 -3,635,915   固定資産等形成分 2,588,243

        建設仮勘定 36,853   余剰分（不足分） -2,509,654

      物品 53,973

      物品減価償却累計額 -26,646

    無形固定資産 794

      ソフトウェア 791

      その他 2

    投資その他の資産 337,167

      投資及び出資金 126,298

        出資金 126,298

      投資損失引当金 -45,976

      長期延滞債権 3,914

      長期貸付金 42,228

      基金 210,823

        減債基金 178,315

        その他 32,508

      その他 49

      徴収不能引当金 -170

  流動資産 74,780

    現金預金 22,298

    未収金 3,442

    短期貸付金 3,690

    基金 45,550

      財政調整基金 21

      減債基金 45,529

    その他 133

    徴収不能引当金 -333

純資産合計 78,589

資産合計 2,613,783 負債及び純資産合計 2,613,783

報告書（財務諸表）



自治体名：京都府 年度：令和２年度

会計：一般会計等   

行政コスト計算書(PL) （単位：百万円）

報告書（財務諸表）

科目 金額

  経常費用 858,714

    業務費用 411,112

      人件費 210,902

        職員給与費 175,655

        賞与等引当金繰入額 15,566

        退職手当引当金繰入額 12,145

        その他 7,536

      物件費等 182,808

        物件費 69,297

        維持補修費 27,264

        減価償却費 86,247

        その他 -

      その他の業務費用 17,403

        支払利息 13,646

        徴収不能引当金繰入額 371

        その他 3,386

    移転費用 447,602

      補助金等 419,059

      社会保障給付 12,111

      他会計への繰出金 15,073

      その他 1,360

  経常収益 22,501

    使用料及び手数料 11,214

    その他 11,288

純経常行政コスト 836,213

  臨時損失 25,930

    災害復旧事業費 719

    資産除売却損 1,137

    投資損失引当金繰入額 23,911

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 38

純行政コスト 861,798

    その他 164

  臨時利益 345

    資産売却益 307



自治体名：京都府 年度：令和２年度

会計：一般会計等   

純資産変動計算書(NW) （単位：百万円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

前年度末純資産残高 161,428 2,633,704 -2,472,276

  純行政コスト（△） -861,798 -861,798

  財源 775,325 775,325

    税収等 541,377 541,377

    国県等補助金 233,948 233,948

  本年度差額 -86,473 -86,473

  固定資産等の変動（内部変動） -50,607 50,607

    有形固定資産等の増加 35,526 -35,526

    有形固定資産等の減少 -86,963 86,963

    貸付金・基金等の増加 427,591 -427,591

    貸付金・基金等の減少 -426,760 426,760

  資産評価差額 497 497

  無償所管換等 4,648 4,648

  その他 -1,511 -1,511

  本年度純資産変動額 -82,839 -45,461 -37,377

本年度末純資産残高 78,589 2,588,243 -2,509,654

報告書（財務諸表）

科目 合計



自治体名：京都府 年度：令和２年度

会計：一般会計等   

資金収支計算書(CF) （単位：百万円）

報告書（財務諸表）

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 779,388

    業務費用支出 331,786

      人件費支出 217,328

      物件費等支出 96,561

      支払利息支出 13,840

      その他の支出 4,057

    移転費用支出 447,603

      補助金等支出 419,059

      社会保障給付支出 12,111

      他会計への繰出支出 15,073

      その他の支出 1,360

  業務収入 758,039

    税収等収入 538,703

    国県等補助金収入 196,872

    使用料及び手数料収入 11,215

    その他の収入 11,249

  臨時支出 728

    災害復旧事業費支出 719

    その他の支出 9

  臨時収入 3,034

業務活動収支 -19,043

【投資活動収支】

  投資活動支出 347,390

    公共施設等整備費支出 35,836

    基金積立金支出 75,856

    投資及び出資金支出 1,627

    貸付金支出 234,072

    その他の支出 -

  投資活動収入 329,678

    国県等補助金収入 34,042

    基金取崩収入 60,035

    貸付金元金回収収入 234,440

    資産売却収入 427

    その他の収入 734

投資活動収支 -17,712

【財務活動収支】

  財務活動支出 242,512

    地方債償還支出 242,470

    その他の支出 43

  財務活動収入 293,634

    地方債発行収入 293,634

前年度末歳計外現金残高 3,888

本年度歳計外現金増減額 -552

本年度末歳計外現金残高 3,337

本年度末現金預金残高 22,298

    その他の収入 -

財務活動収支 51,122

本年度資金収支額 14,367

前年度末資金残高 4,594

本年度末資金残高 18,961



　

　③ リース資産
　　ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
　　イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　･･････････リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

　② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価
  　 ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
   　取得原価が判明しているもの････････････････取得原価
   　取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価

（４）出資金の評価基準及び評価方法

　① 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格
　② 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額

（５）有形固定資産等の減価償却の方法

  ① 有形固定資産（リース資産を除きます。）････定額法
     なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
     建物    １４年～５０年
     工作物　１４年～５０年
     物品 　   ２年～１５年

　② 無形固定資産（リース資産を除きます。）････定額法
 　 （ソフトウェアについては見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）

会計区分 会計名

特別会計

営林事業特別会計
母子及び父子並びに寡婦福祉資金貸付事業特別会計
農業改良資金助成事業等特別会計
中小企業経営基盤強化資金助成事業特別会計
公共用地先行取得事業特別会計
公債費特別会計

（３）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

　① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価
  　 ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
    ア 昭和59年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価
 　    ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。
    イ 昭和60年度以後に取得したもの
　     取得原価が判明しているもの････････････････取得原価
     　取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価
 　    ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

注 記（一般会計等財務書類）

１ 重要な会計方針

（１）作成方法

　原則として、総務省が平成２７年１月に公表した「地方公会計マニュアル」に基づく「統一的な基準」によ
る会計処理、表示に従って作成しています。

（２）対象会計範囲

一般会計の会計区分に加え、次の会計を対象としています。



　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物
　なお、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。
　また、公債費特別会計において償還を行っている一般会計等以外の区分に属する地域開発事業
特別会計及び港湾事業特別会計分の地方債償還金については除いています。

（９）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

　① 物品及びソフトウェアの計上基準

物品については、開始時固定資産台帳整備基準及び固定資産台帳更新基準に基づき、取得価額又は見積
価格が５０万円（美術品は３００万円）以上の場合に資産として計上しています。ソフトウェアについ
ても物品の取扱いに準じています。

　② 資本的支出と修繕費の区分基準

資本的支出と修繕費の区分基準については、法人税基本通達第７章第８節の基準に準じて処理していま
す。

（７）リース取引の処理方法

　① ファイナンス・リース取引

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引
　（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額が３００万円以下の
　ファイナンス・リース取引を除きます。）
   通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
イ ア以外のファイナンス・リース取引
   通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

　② オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

（８）資金収支計算書における資金の範囲

　③ 退職手当引当金

期末自己都合要支給額を計上しています。

　④ 損失補償等引当金

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規
定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。

　⑤ 賞与等引当金

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、
それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

（６）引当金の計上基準及び算定方法

　① 投資損失引当金

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額が著し
く低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。

　② 徴収不能引当金

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。
長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。
短期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。
長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。



将 来 負 担 比 率 294.0%

　③ 管理者と所有者が異なる指定区間外の国道や指定区間の一級河川等及び表示登記が行われて
　　 いない法定外公共物は貸借対照表の資産には、計上していません。

実 質 赤 字 比 率 算定されない

連 結 実 質 赤 字 比 率 算定されない

実 質 公 債 費 比 率 15.5%

　貸借対照表に計上された令和２年度の地方債残高のうち臨時財政対策債は9,180億円となっています。

（３）普通交付税の算定基礎で基準財政需要額に含まれることが見込まれる地方債の残高

　負債である地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎で基準財政需要額に含まれることが見込まれる金額
は1兆2,822億円となっています。

（４）その他財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

　① 百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

　② 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりで
　　 す。

２ 重要な会計方針の変更等

　従来、総務省方式改訂モデルにより財務書類を作成していましたが、総務省の要請を受け、平成28年度から
統一的な基準による財務書類へ変更しています。
このことにより計上方法や表示方法を変更しております。

３ 追加情報

（１）出納整理期間

　出納整理期間が設けられており，出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末
の計数としています。

（２）臨時財政対策債の残高


